法務・総務のための社内研修資料20選　第3回
内部通報 調査実務 書式パック
書式A 調査要否判断票／書式B 調査計画書／書式C 証拠・資料管理台帳／書式D ヒアリング記録／書式E 事実認定・論点整理表
	法令・制度基準日：2026年6月18日　／　改正法・改正指針（令和7年法律第62号）は2026年12月1日施行
本書式は研修・実務の参考様式です。最新の法令・指針・自社の内部通報規程を確認してください。書式Cは横向きページです。


	本パックは、調査段階の5書式（A 調査要否判断票／B 調査計画書／C 証拠・資料管理台帳／D ヒアリング記録／E 事実認定・論点整理表）を収録します。通報内容をそのまま事実として扱わず、被通報者の権利・プライバシーにも配慮してください。


　書式A　調査要否判断票
受け付けた内部公益通報は、正当な理由がある場合を除き、必要な調査を実施します。「調査しない」を選ぶ場合は、理由・判断者・検討資料・再検討条件を必ず記録してください。
	受付番号
	

	判断
	☐ 調査する　☐ 追加情報を求める　☐ 他窓口へ移管する　☐ 調査しない


	正当な理由（調査しない場合）
	（消費者庁Q&A例）既に十分な調査・是正が行われ解決／通報者と連絡不能で事実確認が困難。（個別判断例）情報が極めて抽象的で既存資料でも確認できず着手不能、同一案件で適切に対応済み 等。匿名であることだけでは正当な理由にならない。安易に用いない




	判断根拠
	確認した資料・事実、検討の経緯




	判断者・判断日
	

	通報者への通知内容
	通知できる範囲。希望どおりの結論は約束しない



	再検討条件
	再通報・新情報・再発が判明した場合 等




　書式B　調査計画書
調査開始前に整理します。被通報者への情報提示範囲・通報者情報の管理・不利益取扱い防止を計画段階で定めてください。
	受付番号／事案名
	

	調査目的
	


	調査範囲
	


	調査対象期間
	

	調査チーム
	氏名・所属・役割



	従事者指定
	指定済み／要指定（書式D：従事者指定記録）


	利益相反確認
	確認済み（書式C：利益相反確認票）


	調査権限
	資料閲覧・ヒアリング等の根拠・範囲



	証拠保全
	


	収集資料
	


	ヒアリング対象者
	


	実施順序
	被通報者への接触時期に留意（証拠隠滅の防止）



	想定スケジュール
	


	通報者情報の管理方法
	特定させる情報を外した調査指示の検討 等



	被通報者への情報提示範囲
	


	法務・外部専門家の関与
	

	行政報告・開示等の要否
	要否・期限


	調査中の不利益取扱い防止措置
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　書式C　証拠・資料管理台帳
収集・保全した資料を記録します。原本性・アクセス権・変更履歴を明確にし、返却・廃棄まで管理してください。
	資料番号
	名称
	所在
	取得日
	取得者
	原本・写し
	保全方法
	アクセス権
	変更履歴
	返却・廃棄
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※ 機微情報を含むため、アクセス権を制限し、保管・廃棄は自社の文書管理規程に従ってください。
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　書式D　ヒアリング記録
誘導質問を避け、事実・推測・伝聞を分けて記録します。被通報者にも反論・説明の機会を確保し、通報者の特定につながる質問を必要以上にしないでください。
	対象者
	

	立場
	通報者／被通報者／関係者・協力者


	日時
	

	場所
	

	参加者
	聴取者・記録者・同席者


	説明事項
	守秘・不利益取扱いの禁止・任意である旨 等



	質問
	



	回答
	





	事実・推測・伝聞の区分
	


	提出資料
	

	追加確認事項
	


	記録内容の確認
	本人確認の有無・方法


	守秘・不利益取扱いに関する注意（記録）
	



　書式E　事実認定・論点整理表
論点ごとに作成します。通報内容だけで認定せず、被通報者の否認だけで否定せず、各証拠の信用性を検討します。事実認定と法的評価は分けてください。
	論点（通報内容）
	


	認定対象事実
	


	裏付け証拠
	



	反対証拠
	


	関係者の説明
	


	証拠の信用性
	


	認定結果
	☐ 認定　☐ 未認定　☐ 判断不能


	関係法令
	

	社内規程
	就業規則・懲戒規程 等


	契約
	

	是正要否
	要／不要（要の場合は是正措置へ）



※ 刑事裁判と同じ証明基準が一律に要求されるわけではありません。社内処分の基準は就業規則・懲戒規程・過去事例等も確認してください。
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